
特集 ネットワークとニューメディア

都市型CATV
New TYPe CATV

最近ニューメディアの一つとして私鉄,商社などか都市別CATVの構想を次々と

発表している｡都市判CATVとは,従来の難視聴対策としての共聴設備とは異なり,

各種情報機能を付加するものである0前記の構想では,ほとんどが数十チャネルの

多チャネルサービスはもとより,双方向機能によるテレメータ,会話形通信など多

目的サービスを指向しており,これらの機能は数十年の歴史をもつCATVの本場ア

メリカのシステムをLのぐものである｡

このシステム構築に当たっては,通信技術だけでなく放送技術,コンピュータ技

術,家電技術など広い分野の技術か必要であるが,これらの技術を有機的に結合す

ることにより,当面の市場ニーズにこたえることができる｡

h 緒 言

CATVとは,もともと山間辺地でのテレビジョン難視聴対

策のための共同受信施設として誕生したもので,Community

Antenna Television,又はCable Televisionの略称である｡こ

れは山頂などに設置した共同受信アンテナでテレビジョン電

波を受信L,ケーブル(有線)で周辺の家庭に分配するシステ

ムで,アメリカでは1940年代から,日本でも1950年代から建

設が始められた｡

アメリカではCATV事業は隆盛を極め,既に成熟期を迎え

ているが,日本では現在はとんどが共聴施設で,これから脱

皮したいわゆる都市郡CATVの構想がもたれるようになった｡

以下に,二れらの背景とこれを実現するシステム方式,日

立製作所の実績例などについて概略を述べる｡

切 CATVの現状

1983年5月現在,アメリカのCATV視聴世帯は2,900万世帯

で,テレビジョン所有世帯8,400万世帯の35%に達し,また各

家庭に送信しているCATV施設事業者(システムオペレータ)

は約4,800社に上っている｡

アメリカのCATVは現在まで大きく3段階にわたって発展

してきた｡

●第1期(1950～1970年)難視聴対策としてのCATV局の建設期

●第2期(1970～1980年)ベーシックサービス,ペイサービス

の供給網の確立によるモアチャネルの実現期で,特に1970年

代後半からは国内通信衛星と結びつき急成長期に入った｡

●第3期(1980年～)双方向機能の出現による多機能システム

の実現期で,セキュリティサービス,ホームショッピング,

ケーブルテキストなどのサービスが試行され始めた｡

アメリカでは施設事業者とは別に,各種の番組供給事業者

が存在する｡番組は月10ドル程度の基本料金で視聴できるべ

､シックサービス番組と,更に10ドル程度の料金が必要なペ

イ(有料)サービス番組の二つに大別される｡また,加入者は

希望するチャネルを選択して料金を支払う段階別料金制度(テ

ィア制)がとられているところが多くなっている｡通常これら

の番組は,全米各地の番組供給会社から国内通信衛星を経由

して,各地の施設事業者に供給されることが特色である｡

このようなアメリカのCATVの発展の背景には,難視聴対
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策で各地に多数のCATV施設が存在したこと,3大ネットワ

‾クの番組の低迷,衛星利用により低価格で良質な番組を配

給する体制か確立したこと,などがある｡

一方,日本でもCATVは山間部の共聴システムとLてスタ

ートした｡その後,ニュータウンや都市部でのビル陰の電波

障害解消などで導入が進み,昭和58年3月現在3万4,000弱

のCATV施設があり,NHK受信契約世帯数の12%を超える366

万世帯が加入してし､る｡しかし,規模別に見ると引込端子数が501

以上の許可施設(郵政大臣の設置許可が必要)は384施設,51～

500端子の届出施設(電波監理局に設置届が必要)は1万9,428

施設で,アメリカと比べて大半が小規模施設である｡最近,CA

TVがニューメディアの一翼として脚光を浴び,いわゆる｢都市

町!CATV→の構想が1982年暮から相次いで発表されている｡商

社をはじめ私鉄各社のほか,流通業関連企業などが具体的な計

画を発表している｡また｡多摩CCIS(CoaxialC｡bl｡Ⅰ｡f｡rmati｡｡

System),一束生駒Hi-0vis(HighlyInteractive Opti｡alVis｡al

Information System)ではファクシミリ新聞,ホームプリンタ,

文字多重,放送応答,完全双方向番組などの新しい情報サー

ビス実験が行なわれ･CATVの多様な可能性が実証されてお

り,現在は筑波研究学園都市のACCS(AcademicNewTbwn

Community Cable Service)70ロジュクトが進行中である｡

都市弐】!CATVが急に注目され始めた要因として,

(1)アメリカでのCATVの急速な発展

(2)各種ニューメディアの台頭による刺激

(3)双方向通信サービスの一部認可など郵政省の普及保進策

(4)CATVを支える基礎技術の急速な発展と確立

が挙げられる｡

しかし,アメリカと比べて難視聴地域の救済がきめ細かく進

んでいる日本では,CATVに対する環境が若干異なる｡NHK

と民間放送局が互いに視聴率アップに努力して番組の質と量

が充実し,情報を対価物と見る意識の少ない日本では,今後,

魅力ある番組を安価に制作し供給する体制が都市型CATVの

発達に必要となっている｡

田 都市型CATVシステムの概要

有線によるテレビジョン放送がニューメディアとして注目
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される理由は,伝送路の大容量性,双方向性という特長によ

る｡同軸ケーブルには30チャネル以上の伝送能力があるが,

この特長を生かして単にテレビジョンの同時再送信ばかりで

なく,地域社会に密着した自主放送やセキュりティ,検針な

どの多目的なサービスを行なうのが都市巧■壬CATVと呼ばれる

ものである｡

CATVの提供するサービスは,従来の放送形(片方向)サー

ビスと,センタと加入者端末間での情報の授受による双方向

サービスの二つに大別される｡

双方向サービスには,センタから各加入者宅にポーリング

を行ない,センタから加入者宅内の各種端末の自動制御や状

態監視を行なうテレメータ形サービスと,宅内のキーボード

から指定した情報のサービスが′受けられる会話形サービスが

ある｡

システムの基本構成は図=に示すとおりで,小規模なシス

テムではセンタと伝送路,端末で構成されるが,大規模なも

のではセンタと端末の中間にサブセンタを設け,双方向ポー

リング信号の中継,伝送路の分配などのハブ局としての機能

をもたせる方式がとられる｡

これを一つの施設とした場合,複数の施設を統合し更に大

規模なシステムを形成するハイアラーキも考えられる｡この

ときは上位のセンタとして｢キーセンタ+が設けられ,システ

ム全体に対する共通番組はキーセンタから,ローカル番組は

各センタから送出される方法がとられる｡

次に各サブシステムについて述べる｡

(a)衛星放送受信装置

26

宅内設備(端末)

｢‾‾■｢

_+L___+
(1)センタ設備

図1にホしたセンタの構成の｢ilで,

j穂システムで十分実績があるので,

図l システムの基本構

成 双方向システムの基本

構成を示す｡システム規模が小

さい場合は,サブセンタが不要

となる｡

′豊イ言点設備は従来の共

ここではそれ以外の設備

について説明する｡

(a)衛星放送′受信装置

衛星放送一夏信装置は,衛星からの電波を′受信し,CATV

の伝送路に送出するものである｡一般のCATVでは,衛与‡壬_

から送られてく るSHF-FM信号をVHFに変換し,これを伝

送することにより一般の家庭用テレビジョン′受條機で′受信

できる方式がとられる(図2)｡

またSHF信号をそのまま加入者端末まで伝送することも

考えられるが,この場合は1GHz程度の伝送か必要となり,

ケーブル,アンプ共に今後の開発課題となる｡

一方,ビル内などの′ト規模CATVでは,†云送距離が短い

ためSHF伝送がしやすい(既設システムでは,改造を要す

る場合がある)｡

SHF伝送の場合は､画質･音質共に良質となるが当然の

ことながら加入者ごとに衛星放送′受信チューーナの設置が必

要である｡

(b) スタジオ設イ借

手の込んだ番組を生放送したり,VTR収録ができるよう

な比較的規模の大きなスタジオで,十分な照明設備,映像

音声調整設備を完惜した調整室,アナウンスブースなどか

ら構成される｡構成例を図3に示す｡

(b)アンテナ部

図2 衛星方丈送受信装置及

びアンテナ部 アンテナ前

面のコンバータで12GHz帯をIGHz

帯に変換し,更に衛星放送受信

装置でVHF帯に変換Lてヘッド

エンドにコ羞出する｡
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映像と音声(FM音楽など)をサービス

する場合の構成例を示す｡システム規

模,サービス項目により構成機器は種

種の組合せが考えられる｡

(c)双方向コントローラ

双方向コントローラは,全端末の状態監視,リクエスト

信号収集などを目的とするポーリングをつかさどるもので,

端末ごとに問合せ信号送出と応答信号受信を高速で繰り返

し行なう装置である｡

双方向コントローラのシステム構成例を図4に示す｡同

図は中継用ポーリングCPU(中央処理装置)をサブセンタ

に設ける大規模システムの例で,サブセンタのCPUは端末

をポーリングしデータを収集する｡センタのCPUは各サブ

センタのCPUをポーリ ングし,サブセンタCPUのデータを

収集する｡この分散処理方式により,センタCPUの負荷軽

ン タ

｢
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減ができ,またエリア分散することによる上り流合雑音(端

末機器,伝送路などで発生する雑音が,センタ側に集合さ

れること｡)対策にも役立つ｡センタCPUで収集したデータ

は更に上位コンピュータで処理される｡

(2)伝送設備

伝送設ノ備をシステムとしてとらえた場合,システム概要で

述べたとおりシステム規模により各種ハイアラーキがあり,

また分配方式としてはツリー形,スター形,ループ形あるい

はそれらの複合形などが考えられる｡従来CATVはツリー形

が通例であったが,最近では端末のチャネルコンバータ機能

をサブセンタに集中させ,盗聴防止,i充合雑音低減などをね

サブセ ン タ

｢‾
MODEM

+_

CCU

CPU

CC〕

CCU

加
入
書
一
端
末
側

ー

｢
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注:略語説明 CRT(Cathode Ray Tube)

CCU(通信制御装置)

CPU(中央処理装置)

図4 双方向コントロ

ーラシステムの構成例

サブセンタのCPUが加入者

端末をポーリングし,その

収集データをセンタのCPU

がポーリングで1採集する｡
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らった方式も提案され,規模によリ ミニハブ,ポールマウン

トコンバータなどと称されている｡これらはいずれも端末に

対してはスター形分配綱となる｡

伝送媒体は従来は同軸ケーブルが主体であったが,低雑音

性,広帯域性などから光フ7イバ方式が今後は多く取り上げ

られると考えられる｡次に伝送に関する基本要素を述べる｡

(a)伝送帯域

同軸ケーブル伝送路は,1本の同軸ケーブルでテレビジ

ョンチャネルで30チャネル分は十分に伝送できる広帯士或な

伝送媒体である｡二の場合の周波数′帯j或は,一般には下り

方向70～300MHz,上リブ了向は10～50MHzとしている｡ま

た,50チャネル伝送などを実現させるためには,450～500

MHzまでの帯域が必要となり,高性能増幅器が使用される｡

また衛星放送′受信で端末までSHF伝送する場合は,1.3

GHzの伝送が要求され,二のためにはケーブル及び増幅器

の開発か必要となる｡

(b)光信こ送設備

CATVに光伝送を適用する方式は種々考えられるが,こ

こでは当面実用化が期待される幹線について述べる｡

幹線伝送用光ファイバ通信には表lに示すとおり種々の

方式が考えられる｡このうち,項番1～4はアナログ方式､

項番5～7はディ ジタル方式である｡これらの諸方式のう

ち,無中継伝送距離か最も長いのは32Mビット/秒ディジタ

ル方式とシンプルモードファイバを用いた100Mビット/秒デ

ィ ジタル方式である｡テレビジョン信号伝送チャネル数と

無中継伝送距離の積でみると,400Mビット/秒ディジタル方

式が最大で,次いでシングルモードファイバを用いた100M

ビット/秒ディジタル方式,その次がアナログ方式のFM-FD

M一二波多重伝送方式となる｡どの方式が都市型CATVシス

テムの幹線伝送系に最適であるかは,このように伝送すべ

きテレビジョン信号のチャネル数やシステムの地理的広が

りなどによりケースバイケースで決定されることになる｡

表l 幹線伝送系用光ファイバ通信の諸方式 項番l～4はアナロ

グ方式を,項蕃5～7はディジタル方式を示す｡伝送テレビジョンチャネル数

と無中継伝送距離の積の最大は,400Mビット/秒ディジタル方式である｡

No. 伝送1方 式
波長

(〃m)
光)原

受光

素子

光フア

イ/ヾ

伝送テレビジ

ヨンチャネル

(ch./ファイパ)

標準*

無中継

距離(km)

l FM-FDM l.3 +D APD G工 l～2 14

2 FM一ニラ皮多重

l.2

l.3

+D APD G工 2 10

3 FM一三象多重

0.8

l.2

I.3

LD APD G工 3 5

4

FM-FDM-

ニフ皮多重

l.3

l.2

LD APD G工 -4 8

5 32Mビット/抄ディジタルl.3 +D APD G工 l書事 25

6 100Mビット/砂ディジタルl.3 +D APD

G工

(SM〉

3**

15

(25)

7 400Mピット/秒ディジタルl.3 +D APD SM 事2** ZO

注:略語説明など

FM(周波数変調) APD(アバランシェホトダイオード)

FDM(周波数分割多重〉 G工〔集束形ファイバ(マルチモールドファイパ)〕

+D(レーザダイオード) SM(シングルモードファイバ)
* 〔s/N=52dB(無評価)〕

**(テレビジョン画像のディジタル化は32Mビット/秒 DPCM符号化を想定)
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光フ7イバ通信は,雉据電波の放射かないこと,ノ.=に磁iノ立

雑音の旨き響を′受けないこと,スパークや悠う註の危険かない

こと,線路が細く,軽し､こと,などの電乞ミ過イiiにはない数

数の特昆がある｡このような持主主は,幹線仁二送系ばかりで

なく,支線伝送系でも非常な魅ブJとなる｡二将来,光ファイ

バ通信の価格はしだいに′安くなることは明J〕かで､したか

って,今後,都市メモ■!CATVシステムの伝送ネ､ソトワーークヘ

の利用が増大してゆく ものと巧▲えられる｡

(3)宅内設備

システムの方式により,片方向コンバータ又は及川｢りコン

バータを必要とする｡双方Ir】jコンバータの構成例を図5に,

輸出仕様のコンバータ例を図6にホす｡各々の機能は二人に述

/ヾるとおりである｡

(a)片方向コンバータ

有料番組を含む多子ャネルサービスを行なうためのへ【

シックなコンバータである｡スクランブル†言号(イ丁料テレ

ビジョンの契約者以外は有料テレビジョンか′受仁言できない

ように映像信号に加工を施すこと)を解読するために,セン

タ設備の仕様に合わせた解読機能(ディスクランプ､う)をPl

蔵している｡

有料番組の発達したアメリカでは,CATV加入者の増加Ⅰ

に†1乞い,よりきめ細かいサービス(番組によって料令を変

える｡),ディスクランプラの自作による盗聴などの問題に

対応するため,アドレ､ソサブル方式の開発が行なわれてい

る｡

アドレッサブル方式とは,映像チャネルのほかに特別な

データチャネルを設け,スクランブル信号､契約チャネル

の切換などをセンタのコンピュータから制御する‾ガン(で,

コンバータのコストは高くなるが,従来の有料システムか

抱えている問題を解決する方法として,今後の主流になる

ものと予想される｡

(b)双方向コンバータ

コンバータか送信機能をもっているもので,セキュりテ

ィ,ペイ･パー･ビュー(視聴した量に応じて課金される

有料テレビジョン)に加えてCATV網を利用したホ【ムシ

ョッピングやバンキングなどに使用される｡コンバータの

コスト高,故障に対する補償問題,外部コンピュータとの

接続,プライバシーの保護など解決すべき課題があるが,

都市型CATVの普及に伴い,増加Ⅰか予想されてし､る｡
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図5 三枚方向コンバータ構成例
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音声重機離別ファンクションカード,

インタフェースカードから構成されるので,ビルディングフロック式機能拡張

が可能てある｡
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表2 代表的な片方向サービスとヌ丈方向サービス コストパーフォ

ーマンスの高いサービスから導入Lてゆくのが肝要である｡

(a)片方向サービス

図6 コンバータ(輸出仕様)

ッドにより,操作が行ないやすい｡

テンキー式リモートコントロールキーパ

口 都市型CATVシステムのサービス内容

郡市刊CATVが提供できるサービスは表2(a),(b)のように

考えられる｡ただL,サービスにとってはコストパーフォー

マンス,生活様式などの関係からこ将来でなければ実現しない

と思われるものもある｡

また機能としては,有料テレビジョンでのペイ･パー･ビ

ュー,音声のPCM化,亡和田の高品位化なども可能となる｡

b CATVシステムの実例

(1)筑波研究学問都市CATVシステム

ACCSは,郵政省の委託を′受けて,1981年度から1985年度

までの5筒年計画でCATVシステムの多目的高度利用を図り,

地域での情報流通を促進して地域の発展に資する｢高度総fナ

情報過信システム+の開発調査を実施Lている｡

これはCATVシステムを有効活用し,センタからの情報を

一方的に利用者に送るだけでなく,利用‾右側からの情報の選

択や番組への参加を可能とする双方向通信機能をもち,生活

情報,行政情事乱 数育情報,都市管理情報などを,映像,音

声,フロリントアウト出力など様々な形で提供することができ

る総fナ的な情報通信システムのモデルを構築することを目的

設計対象システム システムにより実現可能なサービス

自主放送システム(テレビジョン)

有料FM苦楽放送システム

有料テレビジョン放送システム

ポ ー リ ン グ シ ス テ ム

加 入 者 応 答 シ ス テ ム

ケーブルテキストシステム

P C M 苦 楽放送シス テム

セ キ ュリ テ ィ シ ス テ ム

テレビジョン･FM再送信システム 主z≦

テレビジョン自主放送

有料F M苦楽放送

有料テレビジョン放送

視聴チャネル調査

加 入 者 応 答

ケ【ブルテキスト

ホ
ー ム メ ー ル

P C M 苦 楽 放 送

セ キ ュ リ テ ィ

テレビジョンFM再送信

注:* 衛星放送のPCM音声信号を対象

区17 ACCSのサービス内容 詳細設計で対象とLたシステムとサービ

スの関係を示す｡

サー ビス名 内 容

テレビジョン･FM VHト∪ト+Fのテレビジョン･FMを同時に再送信する｡地‡或夕十

同時再送信 放送の再送信も可能である｡

自主番組

(無料)
地壬或ニュース,広報,休日病院案内.住民参加番組など

映画,オーディオの有料番組を視1懐契約Lた加入者だけに有自 主 番 組

(有料) 料で放送する｡固定料金と半固定料金がある｡

簡易テレビジョン

ショッピング
商品案内を静止画又は動画で放映する｡)主文は電話で行なう｡

チ ャ ネ ル チャネルを第三者へ貸L,学校からの中継∴商店のPR放送な

リ ー ス どに供する｡

衛星放送

サービス
放送衛星からの番組をセンタで受信し,加入者へ再送信する｡

文字,静止画による情報提供を行なう｡
ケーブル

テキスト

(b)双方向サービス

サービス名 内 容

オピニオンポーリング

遠隔検針

コマーシャル方丈送の視聴者反応調査,マーチヤン

ダイジング(商品購買動向調査),各種アンケート,

投票,教育などに利用する｡

水道,ガス,電力量などの検針データを収集する｡

テ レ コ ン ト ロ ー ル

園芸施設機器などの制御や監視など,センタから

の遠隔管玉里で省人化,省エネルギー化を行なう｡

セ キ ュ リ テ ィ

加入者宅内の防災センサ,防犯センサが火災の発

生や侵入者を検知してセンタに警報する｡

テレビジョンショッピング

個別リクエストにより,テレビジョンで商品案内

を受け,キーパッドでオーダーする｡代金は,金

融機関からの自動支払いも可能である｡

/ヾ ン キ ン グ
残高照会,一振込照会,口座振替,送金を自宅のキ

-パッド操作により行なう｡

デ ー タ リ ク 羊 スト

天気予報や交通情報などの生)舌情報が,必要なと

きに居間で得られる｡

テレビジョンゲームなどのプログラムを,センタ

ソフトウエアサービスlにより端末のリクエストに応じて加入者のパーソ
■

ナルコンピュータに供給する｡

ホ ー ム ナ ー ス
加入者の血圧などのデータを,センタに伝送する

二とにより在宅検診を行なう｡

電子メール,データ通信など
パーソナルコンピュータなどを利用し,加入者同

士のメッセージ交換を行なう｡

としている｡図7にサ【ビス内答を示す｡

本システムのうち,大部分を占める新しいサービスは1985

年科･学博覧会と時を同じく して提供開始される予定で,その

成果が大いに期待されている｡またこの70ロゾェクト推進に

は多くの民間企業が協力しており,システムの製作も日立製

作所を含めた幾つかの企業が分担することになっている｡

(2)岐阜県国府町納めCATVシステム

岐阜県国府町CATVは,農村近代化を進める農村総合整備

モデル事業の一環である農村多元情報システムとして,1978

年に導入されたものである｡

システムの規模は歩このとおりであり,システム概念図を図

8に示す｡

また,システムの規模は表3に示すとおりである｡

(3)ホテル内CATVシステム

ホテル内CATVシステムはコンピュータを利用してホテル

のフロントから客室のコンパ【タを制御することによって,
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B受信点

A受信点
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ヘ
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エ
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変調器

変調器

変調器
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1

1

1

1

H巨装置

診療所

農業協同組合

役場･公民館

混合器

双方向
フィルタ

_ +

中央処理装置

ホ ス ト

コンピュータ

保育園

小学校

中学校

注:伝送路凡例

一幹 線

一分岐線

‖‾‾'‾上り専用線

D 増幅器

【軸双方向増幅器
[::コ上り端子設置箇所

図8 国府町のCATVシ

ステム概念図 HE(ヘッ

ドエンド)近辺を示す｡保育園,

小学校.中学校から上り映像チ

ャネルを用い,中継放送ができ

る｡

幹線系

混合器

映像信号

下りデータ信号

上りデータ信号

表3 国府町CATVのシステム規模 自主放送のためのスタジオ設備

は,三管式カラーカメラ,映像音声調整卓,テレシネ装置,VTR装置,静止画

送出装置などから構成されている｡

項 目 内 容

加 入 数 約l.800(事業所を含む)

伝 送 二万 ≡式 同軸伝送路(一部双方向)

伝送琵各総延長 約100km

アンプ頼総数 129台

サ ー ビ ス

テレビジョン再送信:7チャネル

自 主 放 送:lチャネル

上 り 中 継:lチャネル

料金回収の合理化,いたずらなどによる故障防止などホテル

側のこ-ズを解決するとともに,視聴率の統計処理機能など

ホテルのサービス向上及び近代化に適合したシステムである｡

基本機能は二大に述べるとおりである｡

(a)自動課金

ポーリング信一号によって,各部屋ごとに有料チャネル,

視聴時間がすべてセンタに集められ,チェックアウト時に

精算できる｡

(b)端末制御

センタから部屋ごとに,テレビジョン電i原,コンバータ

の電i塘制御のほかに,特定チャネルの送信停止制御を行な

うことができる｡
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双方向

フィルタ

｢
.
-
.
■

コンバータ

テレビジョン

受 像 機

客 室

(C)送出VTRの自動交互)室転,

図9 ホテルCATVシス

テム系統図 センタ設備

の中央処王里装置からのポーリ

ングで,客室コンバータの状

態監視.制御を行なう｡

自動送出停止機能

(d)統計処理

領収書の発行,視聴率表ホなどの統計処理

(e) オプション

メッセージ表示機能,一斉放送機能,FM放送など

システムブロックを図9に示す｡

一団 結 言

都市残■壬CATVは,アメリカでは長い歴史を経て現在の成熟

期を迎え国民の生活に定着しているが,日本ではこれからの

メディアとして今後の発展が期待されている｡

日本で,現在,計画中あるいは構想段ド皆にあるシステムの

中には,かなり多様な機能やサービスを想定しているものも

あるが,日立製作所としては,ここに紹介したとおり､ほほ､

対応可能な技術を擁している｡

しかし,CATV実現化の上では,技術面で,運用技術の確

立･システムネットワーク化を考旛しての技術標準化など,

また事業面で,番組供給体制の充実化･法規制の自由化など,

業界全体として解決に当たるべき課題か残されている｡
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